
 

 

連載 『会社運営に役⽴つ法制度』 

 第６回 ⾒落としがちな会社の登記 〜放置し過ぎは禁物です〜 

 今月号は『会社運営に役立つ法制度』（執筆担当：司法書士・行政書士 小野絵里）の第６回です。 

 本年は、会社法が平成 18 年 5 月に施行されてから 11 年目にあたります。この平成 18 年の改正に

よって、株式会社における任期の上限が取締役 2 年・監査役 4 年から 10 年に延長されたため（但し、

有限会社では任期の上限なし。）、特段の変更をされていない場合であれば、会社の登記を放置されて

いるケースもあるのではないでしょうか。一方、会社法の施行から既に 10 年以上が経過しています

ため、特段の変更をしていない場合であっても、実は登記をしなければならないケースも少なからず

生じているものと考えられます。 

 そこで、今回は『見落としがちな会社の登記 ～放置し過ぎは禁物です～』と題し、見落としがちな

登記と放置した場合のペナルティについて解説します。 

１．⾒落としがちな登記とは？ 
 登記事項に変更が生じた場合には、２週間以内にその登記を申請しなければなりません（会社法

915条1項）。商号、本店、事業目的、役員などの会社の登記内容に変更が生じた場合のほか、種類

株式や新株予約権を発行した場合など新たな登記事項が生じた場合なども該当します。 

 見落としがちな登記には、例えば以下のケースがあります。 

  ① 役員の任期が満了している場合 

  ② （代表）取締役等が引越ししている場合 

  ③ 登記事項であるとの認識がない場合 

 ① 役員の任期が満了している場合には、同じ方を再任する場合を含みます。会社法の施行から10

年が経過していますので、任期を10年としている場合でも、実は任期が満了しているケースも考え

られます。 

 ② （代表）取締役等が引越ししている場合は、見落とされがちなポイントです。株式会社では代表

取締役のみが対象ですが、有限会社では代表取締役以外の取締役や監査役の住所も対象となる点にご

注意ください。 

  ③ 登記事項であるとの認識がない場合には、ⅰ）法改正によって登記が必要となったケースや、

ⅱ）特別な定款規定を置いているために登記が必要となるケースがあります。ⅰ）には、平成 27

年5月1日の法改正によって設けられた監査役の権限を会計に関するものに限定する旨の登記などが

あります。定款に記載していなくても、法律上この定款規定があるものとみなされている場合があ

り、定められた猶予期間までに登記しなければなりません。詳細は、PLUS Report 2015 年 3 月号「会

社法改正と実務のポイント②」（https://plus-office.jp/pdf/plusreport150323.pdf）を参照ください。ⅱ）に

は、取締役や監査役の責任免除や責任軽減の定款規定（会社法 426 条・427 条）を置いている場合

や、新株予約権の行使期間が満了している場合に、その登記を遺漏しているケースなどがあります。 
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２．ペナルティはどんなもの？ 
  会社の登記は、原則２週間以内の申請が義務付けられており、一定期間放置した場合について、

以下のペナルティが設けられています。 

  ① １００万円以下の過料 

  ② １２年以上放置すると解散したものとみなされる 

 ① １００万円以下の過料は、申請期限内に登記をしなかった場合に、（代表）取締役個人に科さ

れるものです（会社法976条1号）。実務上、２週間の申請期限を経過によって直ちに過料が科され

てはいないものの、一定の期間を経過してしまうと、裁判所からの過料の通知が（代表）取締役の

個人の住所地宛に送付されます。どの程度の期間を経過した場合に過料が課されるかといった期間

の基準や、実際に課される過料の金額の基準は明らかにはされていません。 

  ② １２年以上放置すると解散したものとみなされるのは、一般に「休眠会社のみなし解散」とい

われる制度です。最後に登記をしてから12年を経過している場合に、法務大臣による官報公告と登

記所からの通知がされ、これに対し何らかの登記の申請又は事業を廃止していない旨の届出のいず

れもしないと、法務局の職権で解散の登記がされてしまいます（会社法472条）。法務局による休眠

会社の整理作業は、平成26年度に12年ぶりに再開されており、今後は毎年行われることとされて

います。特に任期を10年にされている場合には、法務局からの通知に気づかず、いつの間にか解散

登記をされてしまうという事態にならないよう注意が必要なポイントといえるでしょう。 

３．確認のポイント 
 会社の登記を失念したことによって、「過料」や「みなし解散」のペナルティを受けてしまうよう

な事態は、できれば避けたいものです。もし、しばらく登記をされていない会社があれば、今一度、

会社の登記事項証明書（会社謄本）をご覧になり、役員の任期が満了していないか、住所が古いま

まになっていないか、定款と登記に不一致がないか、見直されてみることをお勧めします。また、

法改正や特別の定款規定を置いているために必要となる登記については、そもそも登記事項証明書

（会社謄本）を見ても、登記が必要なことに気づきにくい可能性も考えられます。お心あたりがあ

る場合には、登記の専門家である司法書士にご相談されるとよいでしょう。 

  （文責 ： 司法書士・行政書士 小野絵里）

 本レポートは法的助言を目的とするものではなく、個別の案件については各々固有・格別の事情・状況

に応じた適切な助言を求めていただく必要がございます。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的

な見解であり、当法人若しくは当グループ又は当法人のクライアントの見解ではありません。 

 PLUS Report では、本誌をより充実させ皆様に有益な情報を発信していくため、皆様のご意見・ご感想を

お待ちしております。採りあげますテーマなどお気軽にご意見やご要望をお寄せ頂けましたら幸いです

（PLUS Report 事務局 plus-report@plus-office.com） 

 

 



 

 

 
（お問合せ先） プラス事務所〜司法書⼠法⼈・⼟地家屋調査⼠法⼈・⾏政書⼠法⼈〜 

      福岡オフィス  司法書⼠ 森⽥良彦 / 司法書⼠・⾏政書⼠ ⼩野絵⾥ / 司法書⼠ 宮城誠 / 司法書⼠ 丸⼭主税 

東京オフィス 〒104-0031 
 東京都中央区京橋1 丁⽬1 番 1 号 ⼋重洲ダイビル 7F 
 TEL 03-3516-1447 / FAX 03-3516-1448 

佐世保オフィス 〒857-0041 
 ⻑崎県佐世保市⽊場⽥町1 番1 号 松永ビル 1F 
 TEL 0956-23-5400 / FAX 0956-23-5440 

熊本オフィス 〒860-0806 
 熊本市中央区花畑町 4 番1 号 太陽⽣命熊本第2 ビル 6F 
 TEL 096-342-4300 / FAX 096-342-4302 

福岡オフィス 〒810-0001 
 福岡市中央区天神2 丁⽬14 番 8 号 福岡天神センタービル 3F 
 TEL 092-752-8266 / FAX 092-752-8267 
博多オフィス 〒812-0012 
 福岡市博多区博多駅中央街８番２７号 第１６岡部ビル１０F 
 TEL 092-461-7750 / FAX 092-461-7751 

 


